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(共同利用施設の特別償却) 
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(生産方式革新事業活動用資産等の特別償却) 

(再資源化事業等高度化設備の特別償却) 

(沖縄の産業イノベーション促進地域において工業用機械等を取得した場合の特別償却) 

(沖縄の国際物流拠点産業集積地域において工業用機械等を取得した場合の特別償却) 

(沖縄の経済金融活性化特別地区において工業用機械等を取得した場合の特別償却) 

(沖縄の離島における旅館業用建物等の特別償却) 

(特定地域における産業振興機械等の割増償却) 

(医療用機器等の特別償却) 

(輸出事業用資産の割増償却) 

(特定都市再生建築物の割増償却) 

(倉庫用建物等の割増償却) 

(特別償却不足額がある場合の償却限度額の計算の特例) 
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